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I．調査概要  

 

１．調査背景及び目的 

先進国市場が相対的に縮小する一方で、 中国、 ASEAN、 イ ンド 等のアジア諸国及び

ケニア等のアフ リ カ 諸国においては、人口増加と 生活水準の向上を背景に、中間所得層

（ 中間層 1

また、生活水準が向上するこ と は、家計に占めるベーシッ ク ヒ ュ ーマンニーズへの支

出割合を押し 下げ、 その他の支出（ 家庭用電化製品、 IT 製品、 衣類、 教育、 レジャ ー、

観光、 コ ンテンツ、 医療、 福祉等） を増加さ せるも のと 考えら れる。 さ ら に中間層の拡

大は、現地政府による移動関連イ ンフ ラ や住居環境の整備への投資を促進さ せるも のと

考えら れる。  

） 市場の大幅な拡大が期待さ れている。  

以上をふまえ、 本調査は、 拡大を続けるアジア・ アフ リ カ 諸国の内需を我が国企業が

獲得するために必要と なる基礎的データ や先行企業（ 中国、イ ンド 等のアジア諸国等で

事業を成功裡に実施し ている企業） の成功要因を定量的・ 定性的に把握し 、 我が国企業

の新興国での円滑な事業活動を通じ て、アジア・ アフ リ カ 諸国の産業基盤強化に貢献す

るこ と を目的と し て実施し た。  
 

２．調査内容及び方法 

 

(1) アジア・アフリカ諸国の中間層市場の定量的・定性的把握 

① 調査内容 

現在、新興国における経済成長による所得の向上に伴い、従来の低所得層（ BOP層 2

                                                   
1 本調査においては、 世帯所得５ 千ド ル以上、 ３ 万５ 千ド ル未満を「 中間所得層（ 中間層） 」 と 定義。 経

済産業省「 通商白書」 、 ジェ ト ロ貿易投資白書、 各種レポート 等の各年版でも 同様の定義。  

）

から 中間層へと 移行する「 新中間層」 の拡大が注目を集めており 、 我が国においても ア

ジア・ アフ リ カ 諸国を中心と し た新興国での事業活動を活発化さ せていく こ と が、今後

の我が国経済の発展に資するも のと 考えら れる。 また、 我が国企業が、 アジア・ アフ リ

カ 諸国での中間層を対象と し たビジネスへの取り 組みを 促進するためには現地のニー

ズを把握すると と も に、各企業が有する技術をそのニーズに適合さ せるこ と が重要と な

る。  

2 BOP と は、 「 Base of the Pyramid」 または「 Bottom of the Pyramid」 の略で、 所得別人口構成のピラ

ミ ッ ド の底辺層を指す。  
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以上をふまえ、 本調査では、 我が国企業が新興国へ進出し 、 事業活動を効率的に実施

するために必要不可欠と なる基礎データ の収集、 評価及び分析を行っ た。  
 

② 調査方法 

a) 関連文献等の情報収集･分析 

関連文献・ 統計データ 等の情報収集、 アジア・ アフ リ カ 諸国における中間層の消費ニ

ーズ等の把握をし た。  

b) 統計データ等を用いた定量的な分析・推計 

統計データ 等を用いたアジア・ アフ リ カ 諸国における中間層の市場規模・ 動向、 消費

ニーズの定量的な分析・ 推計をし た。  
 

(2) 我が国企業にとり成功事例となる企業のアジア諸国等での事業内容調査 

① 調査内容 

海外展開を 進める上で多く の阻害要因を 抱えるアジア諸国等において事業を 成功裡

に行っ ている企業の事業内容や取組みを調査し 、成功要因や課題を抽出・ 共有するこ と

は、 我が国企業の円滑なアジア・ アフ リ カ 進出を促進するも のと なる。  
以上をふまえ、 本調査では、 調査対象企業の基礎的データ 、 成功要因・ 課題等を収集

するこ と を目的と し て、新興国における現地法人担当者等への企業ヒ アリ ング調査を実

施し た。  
 

② 調査方法 

a) 関連文献等の情報収集･分析 

アジア諸国等における我が国の成功企業事例の収集、企業ヒ アリ ング調査の候補先の

抽出等をし た。  

b) 企業ヒアリング調査 

 国内及び海外において企業ヒ アリ ング調査を実施し 、 と り まと めを行っ た。  
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図表 I-1 調査内容及び方法の概要 

（１）アジア・アフリカ諸国の中間層市場の
定量的・定性的把握

（２）我が国企業にとり成功事例となる企業の
アジア諸国等での事業内容調査

• 我が国企業が新興国、中間層市場の開拓で必要不
可欠となる基礎データの収集、評価・分析

調
査
内
容

調
査
方
法

• 新興国（特に新中間層市場の獲得）の成功企業の現
状・課題、成功要因抽出

• 我が国企業の新興国進出、新中間層市場獲得の課
題解決方策、国・政府等の支援の方向性の検討

調
査
内
容

• 関連文献等の情報収集・分析
• 企業ヒアリング調査

調
査
方
法

• 関連文献等の情報収集･分析
• 統計データ等を用いた定量的な分析・推計
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II．アジア・アフリカ諸国の中間層市場の定量的・定性的把握  

 

１．調査概要 

 

(1) 調査内容 

現在、 新興国における経済成長による所得の向上に伴い、 従来の BOP 層から 中間層

へと 移行する「 新中間層」 市場の拡大が注目を集めており 、 我が国においても アジア・

アフ リ カ 諸国を中心と し た新興国での事業活動を活発化さ せていく こ と が、今後の我が

国経済の発展に資するも のと 考えら れる。 また、 我が国企業が、 アジア・ アフ リ カ 諸国

での中間層を 対象と し たビジネスへの取り 組みを促進するためには現地の新中間層の

ニーズを把握し 、 各企業が有する技術をそのニーズに適合さ せるこ と が重要と なる。  
以上をふまえ、 本調査では、 我が国企業が新興国へ進出し 、 中間層市場を開拓するな

ど事業活動を効率的に実施するために必要不可欠と なる基礎データ の収集、評価及び分

析を行っ た。  
 

(2) 調査方法 

関連文献・ 統計データ 等の情報収集、 アジア・ アフ リ カ 諸国における中間層の消費ニ

ーズ等の把握をし た。 また、 統計データ 等を用いたアジア・ アフ リ カ 諸国における中間

層の市場規模・ 動向、 消費ニーズの定量的な分析・ 推計をし た。  
具体的には、 マク ロ、 セミ マク ロ、 ミ ク ロの３ つに分け、 調査・ 分析をし た。 まず、

マク ロと し て、 新興国における中間層の市場規模・ 動向の将来推計を行っ た。 次に、 セ

ミ マク ロと し て、各国の消費支出のデータ の将来推計を行っ た。さ ら に、ミ ク ロと し て、

個別製品・ サービスの普及状況等についてデータ を収集・ 分析し た。  
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２．マクロ 

(1) 我が国及び世界経済の動向 

我が国の人口動向をみると 、少子化と 高齢化が同時並行で進みつつ、人口減が生じ る

姿が見通さ れている状況である。国全体の経済規模は、人口減に応じ て緩やかに縮小し

ていく こ と になる。  

図表 II-1 日本の人口の推移 
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出所： 国立社会保障・ 人口問題研究所『 日本の将来推計人口（ 平成 18 年 12 月推計） 』 より 出生中位・ 死

亡中位推計を参照。  

図表 II-2 日本の人口指標の推移（参考） 
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注： 従属人口指数： 年少人口（ 0～14 歳） ＋老年人口（ 65 歳以上） ／生産年齢人口（ 15～64 歳） ×100 

年少人口指数： 年少人口（ 0～14 歳） ／生産年齢人口（ 15～64 歳） ×100 

老年人口指数： 老年人口（ 65 歳以上） ／生産年齢人口（ 15～64 歳） ×100 

出所： 総務省人口関連統計から 作成 
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日本経済は、 リ ーマンショ ッ ク 後の落ち込みから 緩やかに回復基調にあるも のの、

GDP、 輸出では未だリ ーマンショ ッ ク 前の経済規模を 回復し ていない状況にある。 な

お、 2011 年第２ 四半期以降、 貿易収支は赤字になっ たが、 所得収支の黒字によっ て、

経常収支は黒字を維持し ている。  

図表 II-3 日本経済の推移（2005年～2011年） 

＜経済規模（GDP）＞  
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（ 注） 季節調整済系列、 年率で表記し ている。  

出所： 内閣府経済社会総合研究所『 国民経済計算』  

 

＜財・サービスの輸出及び輸入（実質）＞  
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（ 注） 統計は SNA ベース。 季節調整済み系列、 年率で表記し ている。  

出所： 内閣府経済社会総合研究所『 国民経済計算』  
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＜経常収支及び貿易収支（国際収支ベース）＞  
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出所： 日本銀行・ 財務省『 国際収支統計』  

 

一方、 先進国経済をみると 、 経済規模（ 名目 GDP、 米ド ルベース） は、 米国、 EU、

日本の順と なる。 経常収支は、 日本が黒字を維持する一方で、 EU は黒字から 赤字へ転

じ 、 再度黒字になっ ている。 なお、 米国は赤字が続いている。  
 

図表 II-4 先進国経済の推移（2005年～2010年） 

＜名目 GDP（米国ドル）＞ 
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出所： IMF WEO 2011 年９ 月版 
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＜経常収支（米国ドル）＞ 
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出所： IMF WEO 2011 年９ 月版 

 

一方、 新興国経済をみると 、 ASEAN10 については、 イ ンド ネシア、 タ イ 、 マレーシ

ア、 シンガポール、 フ ィ リ ピンの規模が大きい。 BRICs については、 中国の経済規模

が突出し ている。 なお、 ASEAN10 及び BRICs 合計の経常収支は共に黒字を維持し て

いる。  

図表 II-5 新興国経済の推移（2005年～2010年） 

＜ASEAN10 名目 GDP（米国ドル）＞ 
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出所： IMF WEO 2011 年９ 月版 
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＜ASEAN10 経常収支（米国ドル）＞ 
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（ 注） 赤字と なっ ているのは、 ﾍ゙ ﾄﾅﾑ、 ﾐｬﾝﾏー 、 ﾗｵｽ、 ｶﾝﾎ゙ ｼﾞ ｱの諸国 

出所： IMF WEO 2011 年９ 月版 

 

＜BRICs 名目 GDP（米国ドル）＞ 
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出所： IMF WEO 2011 年９ 月版 
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＜BRICs 経常収支（米国ドル）＞ 
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出所： IMF WEO 2011 年９ 月版 
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(2) 新興国の高所得層・中間所得層・低所得層の将来推計 

 

① 推計方法 

ユーロモニタ ーにおける世帯所得別人口比率、 国連人口見通し 、 アンガス・ マディ ソ

ンら による地域別将来 GDP 成長率見通し を参照し つつ、 新興国諸国の高所得層、 上位

中間所得層、 下位中間所得層、 低所得層の人口の将来推計を行っ た。  
なお、 本推計で対象と し た新興国は、 アジア・ アフ リ カ 地域に属し ており 、 OECD

加盟国でない国でかつ参照し た統計資料に記載さ れている 15 カ 国を選択し た。 推計方

法の詳細は、 参考資料１ のと おり である。  
 

② 推計結果の概要 

a)  新興国の高所得層・中間所得層の将来推計 

推計結果をみると 、 対象国全体の高所得層・ 中間所得層人口は 2030 年に 29.5 億

人に達すると 予想さ れ、う ち中国と イ ンド で６ 割程度の比重を占めると の結果になっ

た。  

図表 II-6  新興国の高所得層・中間所得層の将来推計 
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b) 新興国の高所得層の将来推計 

推計し た新興国の高所得層人口は、2010 年の 0.8 億人から 2030 年には 9.3 億人にな

ると の結果になっ た。 特に、 中国、 イ ンド 、 イ ンド ネシアの高所得層人口が増加するこ

と が見込まれる。  
 

図表 II-7 新興国の高所得層の将来推計 
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c) 新興国の中間所得層の将来推計 

中間所得層は、 上位中間層、 下位中間層 3

 

に分けた上でそれぞれ将来推計を行っ た。

上位中間層についてみると 、2010 年に 2.5 億人であっ た人口が 2030 年には 7.7 億人に

増加する。 新興国の中ではイ ンド の伸びが著し い。  

図表 II-8 新興国の中間所得層の将来推計（上位中間層） 
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3  本調査においては、 世帯所得５ 千ド ル以上１ 万５ 千ド ル未満を「 下位中間層」 、 世帯所得１ 万５ 千ド ル

以上３ 万５ 千ド ル未満を「 上位中間層」 と 定義。  
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一方、 下位中間層の人口は 2010 年の 14.1 億人から 緩やかに低下し ていき、 2030 年

には 12.5 億人と なる。 こ れは、 経済成長が進むこ と でこ れまで下位中間層に属し てい

た人々が上位中間層や高所得層に移るためである。  
 

図表 II-9 新興国の中間所得層の将来推計（下位中間層） 

14.1
13.113.3 12.9 12.5

0

2

4

6

8

10

12

14

16

2010 2015 2020 2025 2030

ベトナム

ケニア

チュニジア

南アフリカ

マレーシア

モロッコ

アルジェリア

タイ

ナイジェリア

フィリピン

エジプト

パキスタン

インドネシア

中国

インド（年）

（億人）

 

 
下位中間層 (億人）

2010 2015 2020 2025 2030
インド 5.0 4.9 4.9 5.0 5.1
中国 5.2 4.6 4.3 3.9 3.5
インドネシア 1.0 0.9 0.9 0.9 1.0  
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d) 新興国の低所得層の将来推計 

高所得層、 中間所得層以下の所得層を低所得層と し て将来推計を行う と 、 2010 年は

19.2 億人であっ たが、 2030 年には 14.0 億人と なると の結果になっ た。 低所得層の人

口が減少するのは、経済成長が進むこ と で平均的な所得の押し 上げが生じ るためと 考え

ら れる。  
 

図表 II-10 新興国の低所得層の将来推計 
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３．セミマクロ 

Euromonitor International “World Consumer Lifestyles Databook 2011”に記載さ

れている各国別財別消費支出、 名目所得、 総人口のデータ を用いて、 人口一人あたり の

各財への平均消費性向を求め、こ れをト レンド で回帰し て各財への平均消費性向の将来

値を求めた。 こ れに、 名目所得と 総人口の将来推計値を乗じ て、 各財への消費支出の将

来推計を行っ ている。推計にあたっ ては、「 ２ ．マク ロ」 の分析で用いた総人口や GDP
成長率と 同じ 値を用いている。 なお、 推計方法の詳細は参考資料 2 のと おり である。  

 

(1) 中国 消費支出将来推計 

中国の消費支出は合計で 2010 年に 2 兆ド ルであっ たが、 2020 年には 5 兆 1,185 億

ド ルに増加するこ と が予想さ れる。 こ の中で高い比重を占めるのが、 食品・ ノ ンアルコ

ール飲料や家賃への支出である。 その他財・ サービスへの支出と あわせて、 三つの分野

への消費が増えるこ と が予想さ れる。  
 

図表 II-11 中国 消費支出将来推計 
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注： 「 交通」 には、 四輪車・ 二輪者等の製品に加え、 メ ンテナンス等のサービスも 含む。 また、 「 家賃」

にも 住宅メ ンテナンス費等を含む。  

出所： Euromonitor International “World Consumer Lifestyles Databook 2011”から 推計 
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(2) インド 消費支出将来推計 

イ ンド の消費支出は合計で 2010年に 9,350億ド ルであっ たが、2020年には3兆3,400
億ド ルに増加するこ と が予想さ れる。 こ の中で高い比重を占めるのが、 食料・ ノ ンアル

コ ール飲料や交通、 その他財・ サービス、 家賃への支出である。 こ れら の分野への支出

が増加すると 予想さ れる。  
 

図表 II-12 インド 消費支出の将来推計 
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注： 「 交通」 には、 四輪車・ 二輪者等の製品に加え、 メ ンテナンス等のサービスも 含む。 また、 「 家賃」

にも 住宅メ ンテナンス費等を含む。  

出所： Euromonitor International “World Consumer Lifestyles Databook 2011”から 推計 
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(3) インドネシア 消費支出将来推計 

イ ンド ネシアの消費支出は合計で 2010 年に 3,950 億ド ル程度であっ たが、 2020 年

には 1 兆 4,000 億ド ルに増加するこ と が予想さ れる。 特に、 今後、 食品・ ノ ンアルコ

ール飲料、 家賃に対する支出が増加するこ と が見込まれる。  
 

図表 II-13 インドネシア 消費支出将来推計 
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注： 「 交通」 には、 四輪車・ 二輪者等の製品に加え、 メ ンテナンス等のサービスも 含む。 また、 「 家賃」

にも 住宅メ ンテナンス費等を含む。  

出所： Euromonitor International “World Consumer Lifestyles Databook 2011”から 推計 
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４．ミクロ 

こ こ では、 中国、 イ ンド 、 イ ンド ネシア等における個別商品レベルの普及状況につい

て定量的なデータ に基づいて分析する。  
 

(1) 中国・インド・インドネシアにおける自動車販売台数 

 

① 中国の自動車販売台数推移 

中国は、 2009 年に世界最大の自動車市場になっ た。 中国の自動車販売台数は、 2010 
年には 1,800 万台を突破し 、 こ れまで過去最高の記録である米国ピーク 時の 2000 年

の 1,781 万台を超えて歴代ト ッ プと なっ た 4

 

。 なお、 2011 年の自動車販売台数は、 約

1,850 万台と なり 、 中国自動車工業協会（ CAAM） によると 、 2012 年には 2,000 万台

に達すると 予測さ れている。  

図表 II-14 中国における自動車販売台数推移 
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出所： CEIC  

 

                                                   
4 FOURIN プレスリ リ ース 2011 年 1 月 11 日を参照。  
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② インドの自動車販売台数推移 

イ ンド における自動車販売台数は、 2005 年から 2010 年の間に、 約 150 万台から 約

320 万台へと ２ 倍強に増加し ている。 また、 輸出も 2005 年から 2010 年の間に、 約 18
万台から 約 45 万台へと 2.6 倍に増加し ているが、 金融危機の影響も あっ てか、 2009
年以降横ばいになっ ている。 イ ンド 自動車市場は、 自国の燃料政策の転換だけでなく 、

世界経済の変調の影響を受けつつも 、 今後の成長が見込まれる。  

図表 II-15 インドにおける自動車販売台数推移 
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注： 自動車は、 乗用車と 商用車の合計 

出所： イ ンド 自動車工業会（ SIAM）   

 

図表 II-16 インドにおける自動車輸出台数推移 
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出所： イ ンド 自動車工業会（ SIAM）   
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③ インドネシアの自動車販売台数推移 

イ ンド ネシアにおける自動車の販売台数は、 2005 年から 2010 年の間に、 約 53 万台

から 約 76 万台へと 1.5 倍に増加し ている。 イ ンド ネシアの自動車市場は、 世界経済の

変調等の影響を受け、 大き く 変動し ているが、 今後も 成長が見込まれる。  
 

図表 II-17 インドネシアにおける自動車販売台数推移 
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(2) 中国・インド・インドネシアにおける携帯電話加入者数の推移 

中国・ イ ンド における携帯電話加入者数をみると 、 2000 年から 2010 年までの 10 年

間で、 中国が約 1 億人から 8.6 億人へ、 イ ンド が約 350 万人から 7.5 億人へ、 イ ンド ネ

シアが、 約 370 万人から 2.2 億人へと 急拡大を遂げている。 また、 100 人当たり 携帯電

話加入者数をみても 、日本がほぼ 100 に近づいているのに対し 、中国、イ ンド は、2010
年時点で 60 程度と まだ成長ポテンシャ ルが大き い状況にある。  

図表 II-18  中国・インド・インドネシアの携帯電話加入者数の推移 
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出所： ITU World Telecommunication /ICT Indicators database から 作成  

図表 II-19  中国・インド・インドネシアの100人当たり携帯電話加入者数の推移 
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出所： ITU World Telecommunication /ICT Indicators database から 作成  
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(3) 中国における耐久消費財普及台数の推移 

 

① 算出方法 

中華人民共和国国家統計局の統計データ をも と に、都市、農村別に平均世帯人数で人

口を除し 、 世帯数を推定し た。 その後、 耐久消費財の 100 世帯あたり の保有台数のデ

ータ をも と に普及台数を算出し た。  
 

② 算出結果 

洗濯機は、 1990 年から 2010 年の間に、 都市部で 6,714 万台から 2 億 2,398 万台と

3.3 倍、 農村部で 1,585 万台から 9,771 万台へと 6 倍に増加し ている。  
 

図表 II-20  中国の洗濯機の普及台数推移 
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出所： 中華人民共和国国家統計局「 中国統計年鑑 2011」 から 作成 
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冷蔵庫は、 1990 年から 2010 年の間に、 都市部で 3,625 万台から 2 億 2,327 万台と

6.2 倍、 農村部で 212 万台から 7,703 万台へと 36 倍に増加し ている。  
また、 エアコ ンは、 2000 年から 2010 年の間に、 都市部で 4,511 万台から 2 億 5,899

万台と 5.7 倍、 農村部で 254 万台から 2,727 万台へと 11 倍に増加し ている。  
 

図表 II-21  中国の冷蔵庫の普及台数推移 
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出所： 中華人民共和国国家統計局「 中国統計年鑑 2011」 から 作成 
 

図表 II-22  中国のエアコンの普及台数推移 
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出所： 中華人民共和国国家統計局「 中国統計年鑑 2011」 から 作成 
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カ ラ ーテレビは、 1990 年から 2010 年の間に、 都市部で 5,056 万台から 3 億 1,760
万台と 6.3 倍、 農村部で 820 万台から 1 億 9,056 万台へと 23 倍に増加し ている。  

また、 携帯電話は、 2000 年から 2010 年の間に、 都市部で 2,856 万台から 4 億 3,646
万台と 15.3 倍、 農村部で 830 万台から 2 億 3,275 万台へと 28 倍に増加し ている。  

 

図表 II-23  中国のカラーテレビの普及台数推移 
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出所： 中華人民共和国国家統計局「 中国統計年鑑 2011」 から 作成 

図表 II-24  中国の携帯電話の普及台数推移 
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出所： 中華人民共和国国家統計局「 中国統計年鑑 2011」 から 作成 
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コ ンピュ ータ は、 2000 年から 2010 年の間に、 都市部で 1,421 万台から 1 億 6,445
万台と 11.6 倍、 農村部で 90 万台から 1,768 万台へと 20 倍に増加し ている。  

 

図表 II-25  中国のコンピュータの普及台数推移 

コンピュータ

0

5,000

10,000

15,000

20,000

1990 2000 2010

都市部 農村部

（万台）

（年）

 
（ 注） 1990 年のデータ はなし  

出所： 中華人民共和国国家統計局「 中国統計年鑑 2011」 から 作成 
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(4) 中国・インド・インドネシアにおける耐久消費財普及状況 

日本でも 昭和 30 年代半ばから 昭和 40 年代にかけて急速に普及し た洗濯機、冷蔵庫、

カ ラ ーテレビ等の普及率は、 中国、 イ ンド 、 イ ンド ネシアの各国で比較的高い水準にな

っ ているが、 乗用車、 エアコ ン、 電子レンジ、 パソ コ ンの市場ポテンシャ ルは依然と し

て大きく 、 今後、 さ ら に普及するこ と が見込まれる。  
例えば、 中国では、 洗濯機、 冷蔵庫、 カ ラ ーテレビ等の普及率が高い水準にあるが、

乗用車、 パソ コ ンの市場ポテンシャ ルは依然と し て大きい。 また、 イ ンド では、 主要な

耐久消費財の普及率が、中国に比べて総じ て低い水準にあり 、今後の市場ポテンシャ ル

が非常に大きい 5

 

。 さ ら に、 イ ンド ネシアでは、 カ ラ ーテレビの普及率が比較的高い水

準にあるが、 中国に比べると 、 洗濯機、 冷蔵庫など主要な耐久消費財の普及率は総じ て

低い水準にあり 、 今後の市場ポテンシャ ルは依然と し て大きい。  

図表 II-26 中国・インド・インドネシアにおける耐久消費財普及率の日本との比較 
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（％）

 

注： 中国、 イ ンド 、 イ ンド ネシアの耐久消費財の普及率は、 2009 年のデータ 。  

出所： 内閣府「 消費動向調査」 、 JETRO（ 2011） 「 アジア売れ筋商品調査」 から 作成 

 

                                                   
5 日本と イ ンド と 耐久消費財の普及率については、 株式会社電通プレスリ リ ース「 電通総研がイ ンド の中

小個人商店主および消費者への定量調査を実施」 （ 2011 年 9 月 23 日） においても 分析がさ れているの

で参照さ れたい。  
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図表 II-27 中国における耐久消費財普及率の日本との比較 
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注： 中国の耐久消費財の普及率は、 2009 年のデータ 。  

出所： 内閣府「 消費動向調査」 、 JETRO（ 2011） 「 アジア売れ筋商品調査」 から 作成 

図表 II-28 インドにおける耐久消費財普及率の日本との比較 
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注： イ ンド の耐久消費財の普及率は、 2009 年のデータ 。  

出所： 内閣府「 消費動向調査」 、 JETRO（ 2011） 「 アジア売れ筋商品調査」 から 作成 
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図表 II-29 インドネシアにおける耐久消費財普及率の日本との比較 
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注： イ ンド ネシアの耐久消費財の普及率は、 2009 年のデータ 。  

出所： 内閣府「 消費動向調査」 、 JETRO（ 2011） 「 アジア売れ筋商品調査」 から 作成 
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(5) 中国・インド・インドネシアにおける家電普及率の将来見通し 

こ こ では、 中国、 イ ンド 、 イ ンド ネシアにおける家事用の家電普及率について、 朝倉

（ 2010） 6

家電製品別にみると 、各国における普及率に差があり 、一口に家電製品と いっ ても 製

品毎に需要構造を見極める必要がある。  

による将来推計結果の一部を示す。  

例えば、 電気冷蔵庫の普及率は、 2009 年から 2020 年の間に、 中国では 60.1％から

86.9％へ、 イ ンド では 17.9％から 44.9％へ、 イ ンド ネシアでは 27.7％から 57.4％へ上

昇すると 予測さ れている。 特に、 イ ンド では、 2020 年でも 50％弱と さ ら なる市場拡大

のポテンシャ ルがある。  
 

図表 II-30 アジアにおける電気冷蔵庫の普及率予測 
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出所： 朝倉 啓介(2010)「 アジアの家電普及率を予測する―電子レンジや食洗機に大き な潜在市場―」 、 日

本経済研究センタ ー第 37 回中期経済予測 

 

                                                   
6 朝倉啓介(2010)「 アジアの家電普及率を予測する―電子レンジや食洗機に大き な潜在市場―」 、 日本経

済研究センタ ー第 37 回中期経済予測 
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また、電子レンジの普及率は、2009年から 2020年の間に、中国では29.0％から 65.4％

へ、 イ ンド では 16.2％から 63.7％へ、 イ ンド ネシアでは 22.8％から 62.7％へ上昇する

と 予測さ れている。  
 

図表 II-31 アジアにおける電子レンジの普及率予測 

電子レンジ

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

（％）

中国
インドネシア
インド

（年：西暦）

 

出所： 朝倉 啓介(2010)「 アジアの家電普及率を予測する―電子レンジや食洗機に大き な潜在市場―」 、 日

本経済研究センタ ー第 37 回中期経済予測 

 

 
さ ら に、 電気洗濯機の普及率は、 2009 年から 2020 年の間に、 中国では 71.4％から

86.5％へ、 イ ンド では 21.1％から 85.2％へ、 イ ンド ネシアでは 28.0％から 79.3％へ上

昇すると 予測さ れている。  
その他、 電気掃除機の普及率は、 2009 年から 2020 年の間に、 中国では 28.2％から

51.8％へ、 イ ンド では 31.6％から 70.4％へ、 イ ンド ネシアでは 33.0％から 63.1％へ上

昇すると 予測さ れている。  
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図表 II-32 アジアにおける電気洗濯機の普及率予測 
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出所： 朝倉 啓介(2010)「 アジアの家電普及率を予測する―電子レンジや食洗機に大き な潜在市場―」 、 日

本経済研究センタ ー第 37 回中期経済予測 

図表 II-33 アジアにおける電気掃除機の普及率予測 

電気掃除機

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

（％）

中国
インドネシア
インド

（年：西暦）

 

出所： 朝倉 啓介(2010)「 アジアの家電普及率を予測する―電子レンジや食洗機に大き な潜在市場―」 、 日

本経済研究センタ ー第 37 回中期経済予測 
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